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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材上に導電性メッシュを有する導電性フィルムであって、
　該導電性メッシュは、金属層（Ａ）及び金属化合物層（Ｂ）の積層構成であり、基材、
金属層（Ａ）、及び金属化合物層（Ｂ）をこの順に有し、
　前記金属層（Ａ）の金属が銅であり、前記金属化合物層（Ｂ）の金属化合物が、窒化銅
であり、
　該導電性メッシュは、合計厚みが１．１μｍ以上２．５μｍ未満、金属層（Ａ）の厚み
が１．９１μｍ以上２．４μｍ未満、線幅が１５μｍ以上３０μｍ未満、ピッチが２５０
μｍ以上４００μｍ未満であり、
　かつ表面抵抗値が０．１３Ω／□以下であり、透過率が８１％以上であることを特徴と
する、導電性フィルム。
【請求項２】
　前記基材と前記導電性メッシュとが、直接積層した構成である、請求項１に記載の導電
性フィルム。
【請求項３】
　　基材上に、金属層（Ａ）のベタ膜と金属化合物層（Ｂ）のベタ膜を形成した後、パタ
ーン加工することを特徴とする、請求項１または２に記載の導電性フィルムの製造方法。
【請求項４】
　金属層（Ａ）のベタ膜と金属化合物層（Ｂ）のベタ膜とを形成する方法が、気相製膜法
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であることを特徴とする、請求項３に記載の導電性フィルムの製造方法。
【請求項５】
　金属層（Ａ）のベタ膜を真空蒸着法で形成し、金属化合物層（Ｂ）のベタ膜をスパッタ
リング法で形成することを特徴とする、請求項３又は４に記載の導電性フィルムの製造方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、タッチパネルや電磁波シールドフィルム等に用いられる導電性フィルム、及
びこの導電性フィルムを用いたディスプレイ用フィルターに関する。
【背景技術】
【０００２】
　タッチパネルや電磁波シールドフィルム等に用いられる導電性フィルムとして、ポリエ
ステルフィルム等のプラスチックフィルム上に導電性メッシュが設けられたものが知られ
ている。
【０００３】
　近年、電気製品から発生する電磁波は、各種精密機器、計器、デジタル機器類への電波
障害や人体への影響から規制が厳しくなってきている。このため、電磁波放出に関して法
的に規制されてきており、例えばＶＣＣＩ（Voluntary Control Council for Interferen
ce by data processing equipment electronic office machine）による規制がある。
特に強度な電磁波が画像表示部分から装置外に放出されるプラズマディスプレイ（ＰＤＰ
）では、導電性フィルム（電磁波シールドフィルム）と反射防止や近赤外線遮蔽などの他
の機能を有する機能性フィルムとを貼り合わせたディスプレイ用フィルターを、表示パネ
ルの前面に装着することが行われている。
【０００４】
　従来から一般的に用いられている導電性メッシュとして、基材に接着剤を介して貼合さ
れた銅箔をエッチング加工して形成された導電性メッシュがよく知られている（例えば特
許文献１）。
上記の導電性メッシュの製造には、基材と銅箔を均一に貼合する必要性から通常１０μｍ
程度の銅箔が用いられており、これによって製造された導電性メッシュの厚みも１０μｍ
程度と比較的厚みの大きいものである。
また、導電性メッシュの金属光沢や色調等による視認性に不都合を解消するために、従来
から導電性メッシュを構成する金属層表面を酸化処理して黒化する方法が知られている（
例えば特許文献２）。
【０００５】
　また更に、金属層上に金属酸化物層や金属窒化物層を積層し、エッチング加工して導電
性メッシュを製造することが知られている（例えば特許文献３、４）。
【０００６】
　一方、導電性フィルムを用いたディスプレイ用フィルターとして、導電性フィルムと、
機能性フィルム（プラスチックフィルムに反射防止層や近赤外線遮蔽層が積層された機能
性フィルム）とを粘着剤層で貼合したフィルターが、一般的に知られている。このフィル
ターは、導電性フィルムの導電性メッシュ側に機能性フィルムが粘着剤層を介して貼合さ
れており、この貼合工程において、導電性メッシュの凹凸部に気泡が残留し、混入すると
いう問題があり、貼合後に、オートクレーブ処理（加熱加圧処理）による長時間の気泡除
去工程が必要であった。
【０００７】
　近年、ディスプレイの低価格化に伴って、ディスプレイ用フィルターの低価格化が要求
されており、それに伴って、１枚のみの基材からなるディスプレイ用フィルター（１枚基
材フィルター）が提案されている（例えば特許文献５）。
【０００８】
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　上記の１枚基材フィルターは、導電性フィルムの導電性メッシュ上に直接に、ハードコ
ート層、反射防止層、防眩層等の機能層が塗工形成されたフィルターである。このフィル
ターは、導電性メッシュの凹凸面の上に機能層を塗工形成するために、機能層の均一塗工
性が課題であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特許第３３８８６８２号公報
【特許文献２】特開２００６－１９１０１０号公報
【特許文献３】特開２０００－２２３８８６号公報
【特許文献４】特開２００２－３６８４８２号公報
【特許文献５】特開２００７－２４３１５８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　特許文献１に記載されているような、銅箔をエッチングして導電性メッシュを製造する
方法は、厚みが２．５μｍ未満という導電性メッシュを安定的に製造することは困難であ
る。
【００１１】
　特許文献３、４には、金属層と金属酸化物あるいは金属窒化物からなる層を積層した後
、エッチング加工して導電性メッシュを製造する方法が記載されている。上記の金属酸化
物あるいは金属窒化物からなる層は、金属層の光沢低減や色調改質を行うための層であり
、特許文献２に記載されているような金属層自体の黒化処理（酸化処理）に代わるもので
ある。
【００１２】
　従来から一般的に知られている金属層自体の黒化処理（酸化処理）は、本来の目的（金
属層の光沢低減や色調改質）を満足させるためには、１μｍ程度の黒化処理層が必要であ
り、導電性メッシュの厚みが２．５μｍ未満と小さい場合、導電性メッシュを構成する金
属層の実質的な厚みが目減りすることによって表面抵抗値が高くなり、電磁波シールド性
が低下するという問題が生じる。
【００１３】
　また、上記の黒化処理層は脆弱であるために脱離しやすく、導電性フィルムを用いた１
枚基材フィルターの製造工程において、導電性フィルムの導電性メッシュ上に機能層を塗
工する工程で、黒化処理層の一部が脱離して、異物としてディスプレイ用フィルター上に
残留したり、ロール等の搬送経路を汚染するという不都合が発生する場合がある。
【００１４】
　上記の黒化処理の問題に鑑み、特許文献３、４に記載されているように、金属層上に比
較的厚みが小さい金属酸化物あるいは金属窒化物からなる層を積層することは有効である
。
【００１５】
　一方、導電性メッシュの表面抵抗値の確保には、金属層の厚みのみではなく、メッシュ
パターンの線幅やピッチが大きく係わってくる。低い表面抵抗値を得るためには、線幅を
大きくすることやピッチを小さくすることが有効であるが、逆に透過率が低下するという
問題が生じる。
【００１６】
　上記した観点において、特許文献３及び４に記載されている導電性メッシュの、厚み、
線幅、及びピッチの具体的な構成は、本発明の構成を満足するものではなく、そのため特
許文献３や４に記載の導電性フィルムの導電性メッシュ上に、直接に前記機能層を塗工形
成するときの均一塗工性が不十分であり、また特許文献３や４に記載の導電性フィルムの
導電性メッシュ上に、粘着剤層を介して他の基材を設けた場合は、粘着剤層に多数の気泡
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が混入する問題があった。
【００１７】
　特許文献５には、導電性フィルムの導電性メッシュ上に、機能層を直接に塗工形成した
、１枚基材フィルターが記載されている。しかしながら、特許文献５に記載されている導
電性メッシュは、本発明の構成を満足するものではなく、機能層の塗工工程における機能
層の均一塗工性が十分ではなかった。
【００１８】
　そこで、本発明は、上記した問題に鑑み、低コスト化のために導電性メッシュの厚みを
小さくした場合であっても、良好な表面抵抗値と透過率が得られる導電性フィルムを提供
することを目的とする。
【００１９】
　また、本発明の他の目的は、本発明の導電性フィルムを用いることによって、気泡混入
の抑制されたディスプレイ用フィルターを提供することにある。更に、他の目的は、本発
明の導電性フィルムを用いることによって、導電性メッシュ上に機能層が均一塗工された
、１枚基材のディスプレイ用フィルターを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
本発明の上記目的は、以下の発明によって基本的に達成された。
１）基材上に導電性メッシュを有する導電性フィルムであって、
　該導電性メッシュは、金属層（Ａ）及び金属化合物層（Ｂ）の積層構成であり、基材、
金属層（Ａ）、及び金属化合物層（Ｂ）をこの順に有し、
　前記金属層（Ａ）の金属が銅であり、前記金属化合物層（Ｂ）の金属化合物が、窒化銅
であり、
　該導電性メッシュは、合計厚みが１．１μｍ以上２．５μｍ未満、金属層（Ａ）の厚み
が１．９１μｍ以上２．４μｍ未満、線幅が１５μｍ以上３０μｍ未満、ピッチが２５０
μｍ以上４００μｍ未満であり、
　かつ表面抵抗値が０．１３Ω／□以下であり、透過率が８１％以上であることを特徴と
する、導電性フィルム。
２）前記基材と前記導電性メッシュとが、直接積層した構成である、前記１）に記載の導
電性フィルム。
３）基材上に、金属層（Ａ）のベタ膜と金属化合物層（Ｂ）のベタ膜を形成した後、パタ
ーン加工することを特徴とする、前記１）または２）に記載の導電性フィルムの製造方法
。
４）金属層（Ａ）のベタ膜と金属化合物層（Ｂ）のベタ膜とを形成する方法が、気相製膜
法であることを特徴とする、前記３）に記載の導電性フィルムの製造方法。
５）金属層（Ａ）のベタ膜を真空蒸着法で形成し、金属化合物層（Ｂ）のベタ膜をスパッ
タリング法で形成することを特徴とする、前記３）又は４）に記載の導電性フィルムの製
造方法。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、厚みが小さく、かつ表面抵抗値及び透過率が良好な導電性フィルムを
提供することができる。また、本発明の導電性フィルムを用いることによって、気泡混入
の抑制されたディスプレイ用フィルターを提供することができる。更に、本発明の導電性
フィルムを用いることによって、導電性メッシュ上に機能層が均一塗工された、１枚基材
のディスプレイ用フィルターを提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　本発明の導電性フィルムは、基材上に導電性メッシュを有する。かかる導電性メッシュ
は、金属層（Ａ）及び金属化合物層（Ｂ）の積層構成であり、基材、金属層（Ａ）、及び
金属化合物層（Ｂ）をこの順に有し、前記金属層（Ａ）の金属が銅であり、前記金属化合
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物層（Ｂ）の金属化合物が、窒化銅であり、該導電性メッシュは、合計厚みが１．１μｍ
以上２．５μｍ未満、金属層（Ａ）の厚みが１．９１μｍ以上２．４μｍ未満、線幅が１
５μｍ以上３０μｍ未満、ピッチが２５０μｍ以上４００μｍ未満であり、かつ表面抵抗
値が０．１３Ω／□以下であり、透過率が８１％以上であることを特徴とする。
【００２３】
　本発明の導電性メッシュは、金属層（Ａ）と金属化合物層（Ｂ）との積層構成であり、
従来の黒化処理を実施せずとも、金属層（Ａ）の金属光沢や色調に起因する視認性低下を
軽減することができ、それによって、導電性メッシュの厚みを１．１μｍ以上２．５μｍ
未満という薄膜化が可能となり、更に、金属層（Ａ）の厚みを１．９１μｍ以上２．４μ
ｍ未満、線幅を１５μｍ以上３０μｍ未満、ピッチを２５０μｍ以上４００μｍ未満とす
ることによって、厚みが小さいにも係わらず、表面抵抗値が０．１３Ω／□以下の導電性
メッシュを得ることが可能となった。
【００２４】
　（導電性メッシュ）
　以下、本発明にかかる導電性メッシュについて、詳細に説明する。
【００２５】
　本発明にかかる導電性フィルムは、基材上に導電性メッシュを有し、かかる導電性メッ
シュは、基材側から順に金属層（Ａ）と、金属化合物層（Ｂ）とで構成されている。
【００２６】
　金属層（Ａ）を構成する金属としては、導電性が高い金属が好ましく、例えば、金、銀
、銅、アルミニウム、及びニッケルからなる群より選ばれる少なくとも１種の金属が好ま
しく、更に、銀、銅、及びアルミニウムからなる群より選ばれる少なくとも１種の金属が
好ましく、特に、銅が好ましい。
【００２７】
　金属層（Ａ）は、単一層であってもよいし、２層以上の積層構成であってもよい。金属
層（Ａ）が単一層の場合は、銅を用いるのが好ましく、金属層（Ａ）が積層構成の場合は
、ニッケル、クロムあるいはニクロムからなる層と銅層を基材側から順に積層された構成
が好ましい。基材側にニッケル、クロムあるいはニクロムからなる層を設けることによっ
て、金属層（Ａ）と基材との密着性が向上する。
【００２８】
　金属化合物層（Ｂ）を構成する金属化合物としては、特に限定されないが、金属酸化物
、金属窒化物、金属硫化物、金属炭化物、及び金属フッ化物からなる群より選ばれる少な
くとも１種が好ましく用いられる。これらの中でも、金属酸化物、金属窒化物、及び金属
硫化物からなる群より選ばれる少なくとも１種がより好ましく、更には、金属酸化物、及
び／又は金属窒化物が好ましく用いられる。
【００２９】
　上記の金属化合物の金属としては、銅、アルミニウム、ニッケル、クロム、スズ、亜鉛
、インジウム、コバルト、タンタル、アンチモン、チタン等が挙げられ、これらの中でも
、銅、アルミニウム、ニッケル、クロム、錫、インジウムが好ましく、特に銅が好ましく
用いられる。
【００３０】
　本発明にかかる金属化合物層（Ｂ）は、単一層であっても、２層以上の積層構成であっ
てもよい。積層構成の場合は、例えば、金属酸化物層と金属窒化物層を積層する態様、異
なる金属の酸化物を積層する態様、異なる金属の窒化物を積層する態様が挙げられる。
【００３１】
　本発明にかかる導電性メッシュの合計厚みは、１．１μｍ以上２．５μｍ未満である。
ここで、導電性メッシュの合計厚みとは、金属層（Ａ）と金属化合物層（Ｂ）を含む合計
の厚みである。
【００３２】
　本発明にかかる導電性メッシュの合計厚みは、２．５μｍ未満であるが、２．３μｍ未
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満が好ましく、２．１μｍ未満がより好ましく、特に２．０μｍ未満が好ましい。導電性
メッシュの合計厚みが２．５μｍ以上となると、原材料コスト増や生産速度低下に加えて
、ディスプレイ用フィルターに適用したときの、導電性フィルムと他の機能性フィルムと
の貼合工程における気泡混入の問題、導電性フィルム上に機能性表面層を塗工する工程に
おける均一塗工性の問題が発生しやすくなる。
【００３３】
　一方、本発明にかかる導電性メッシュの合計厚みの下限は、１．１μｍ以上である。導
電性メッシュの厚みが１．１μｍ未満となると、表面抵抗値が高くなり、０．３Ω／□未
満を達成できない場合がある。導電性フィルムの表面抵抗値を、０．３Ω／□未満とする
ことによって、特にプラズマディスプレイ用フィルターに適用したときに、良好な電磁波
シールド性が得られる。
【００３４】
　上記の観点から、本発明にかかる導電性メッシュの合計厚みの下限は、好ましくは１．
２μｍ以上であり、より好ましくは１．３μｍ以上であり、特に１．４μｍ以上が好まし
い。
【００３５】
　本発明にかかる導電性メッシュの表面抵抗値は、０．３Ω／□未満であるが、好ましく
は、０．２Ω／□未満である。導電性メッシュの表面抵抗値を小さくすることは、上記し
たようにプラズマディスプレイ用フィルターに適用したときに、良好な電磁波シールド性
が得られるので好ましい。本発明にかかる導電性メッシュの表面抵抗値の実質的な下限は
、０．０１Ω／□程度である。
【００３６】
　上記したように、導電性メッシュの表面抵抗値を０．３Ω／□未満にするために、本発
明の導電性メッシュは、金属層（Ａ）の厚みを１．０μｍ以上２．４μｍ未満の範囲にす
ることが重要である。金属層（Ａ）の厚みは、１．１μｍ以上が好ましく、１．２μｍ以
上がより好ましく、特に１．３μｍ以上が好ましい。上限は、２．２μｍ未満が好ましく
、２．０μｍ未満がより好ましい。
【００３７】
　金属層（Ａ）を積層構成とした場合、金属層（Ａ）の厚みは積層した金属層（Ａ）を構
成する全ての層の合計厚みである。金属層（Ａ）を積層構成とする場合は、前述したよう
に、ニッケル、クロムあるいはニクロムからなる層と銅層を積層した構成が好ましいが、
この場合の金属層（Ａ）の厚みは、ニッケル、クロムあるいはニクロムからなる層と銅層
の合計である。またこの場合、銅層を金属層（Ａ）の主体層とし、ニッケル、クロムある
いはニクロムからなる層は下地層とすることが好ましい。上記下地層の厚みは、０．０５
～０．１μｍの範囲が好ましく、特に０．０５～０．０５μｍの範囲が好ましい。
【００３８】
　金属化合物層（Ｂ）は、金属層（Ａ）の金属光沢の抑制や色調の改質を行うものであり
、本発明では、基材に対して金属層（Ａ）より遠い位置に設けられるが、特に導電性メッ
シュの最表面に配置されることが好ましい。
【００３９】
　また、金属化合物層（Ｂ）は、基材と金属層（Ａ）との間にも設けることができる。即
ち、基材側から順に、金属化合物層（Ｂ）、金属層（Ａ）、金属化合物層（Ｂ）の積層構
成をとることができ、この積層構成の場合でも、合計厚みは２．５μｍ未満であることが
重要である。
【００４０】
　金属化合物層（Ｂ）の厚みは、０．１μｍ未満で、上記の目的を十分に達成することが
できる。また、金属化合物層（Ｂ）の厚みが大きくすると、その分だけ金属層（Ａ）の厚
みを小さくする必要があり、導電性メッシュの表面抵抗値が低下するので、金属化合物層
（Ｂ）の厚みは、その目的を達成する範囲で小さい方が好ましく、従って、０．１μｍ未
満が好ましい。金属化合物層（Ｂ）の厚みは、０．０８μｍ未満が好ましく、０．０６μ
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ｍ未満がより好ましく、０．０５μｍ未満が特に好ましい。金属層（Ａ）の金属光沢の抑
制や色調の改質という観点から、金属化合物層（Ｂ）の厚みの下限は、０．００５μｍ以
上が好ましく、０．０１μｍ以上がより好ましい。
【００４１】
　本発明にかかる導電性メッシュは、線幅が１５μｍ以上３０μｍ未満であり、ピッチが
２５０μｍ以上４００μｍ未満である。導電性メッシュの線幅とピッチを上記の範囲にす
ることによって、合計厚みが２．５μｍ未満という、従来のものに比べて厚みが非常に薄
い導電性メッシュであっても、透過率を低下させずに表面抵抗値０．３Ω／□未満を達成
することが可能となる。
【００４２】
　本発明にかかる導電性フィルムの透過率は、７５％以上が好ましく、７７％以上がより
好ましい。透過率の上限は９５％程度である。この透過率は、導電性メッシュの線幅及び
ピッチを上記の範囲内で調整することによって得られる。導電性フィルムの透過率は、基
材上に導電性メッシュのみが設けられた状態で、導電性メッシュに対して基材側から光を
入射させて測定されたものである。
【００４３】
　導電性メッシュの線幅が１５μｍ未満の場合は、表面抵抗値０．３Ω／□未満を達成す
ることが難しくなり、一方３０μｍ以上となると透過率が低下する。導電性メッシュのピ
ッチが２５０μｍ未満となると透過率が低下し、一方、４００μｍ以上の場合は表面抵抗
値０．３Ω／□未満を達成することが難しくなる。また、導電性メッシュのピッチは、導
電性メッシュと他の基材とを粘着剤層を介して貼合するときの気泡混入にも影響し、ピッ
チを２５０μｍ以上とすることにより、更に気泡混入が抑制される。
【００４４】
　本発明にかかる導電性メッシュの線幅は、好ましくは１７μｍ以上２７μｍ未満であり
、より好ましくは１９μｍ以上２５μｍ未満である。
【００４５】
　本発明にかかる導電性メッシュのピッチは、好ましくは２７０μｍ以上３７０μｍ未満
であり、より好ましくは２９０μｍ以上、３５０μｍ未満である。
【００４６】
　ここで、導電性メッシュのピッチとは、ある１つの開口部とそれに隣接する全ての開口
部の重心間の距離を平均したものである。つまり、導電性メッシュを形成する細線と細線
で囲まれた１つの領域（開口部）を選択し、その開口部の重心と、該開口部に隣接する全
ての開口部の重心との距離をそれぞれ求め、それを平均したものがピッチである。本発明
では、上記の作業を任意に選択した１０個の開口部で行うことで個別ピッチを求め、それ
を平均したものをピッチとする。
【００４７】
　導電性メッシュとして、従来から、開口部が正方形の格子状のメッシュパターンが一般
的に用いられているが、この導電性メッシュの場合は、上記したようなピッチの測定方法
に依らずとも、隣接する細線間の距離（正方形の向かい合う２辺の距離）がピッチとなり
、簡単に求めることができる。
【００４８】
　本発明にかかる導電性メッシュのメッシュパターンの形状（開口部の形状）は、例えば
、正方形、長方形、菱形等の４角形からなる格子状メッシュパターン、三角形、５角形、
６角形、８角形、１２角形のような多角形からなるメッシュパターン、円形、楕円形から
なるメッシュパターン、前記の２以上の形状を複合した複合形状からなるメッシュパター
ン、及びランダムメッシュパターンが挙げられる。
（導電性メッシュの製造方法）
　本発明にかかる導電性メッシュの製造方法について、以下に説明する。
【００４９】
　本発明にかかる導電性メッシュは、基材上のほぼ全域に、金属層（Ａ）のベタ膜と金属
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化合物層（Ｂ）のベタ膜を積層形成した後、パターン加工して形成することが好ましい。
ここでベタ膜とは、パターン加工する前の連続した膜を意味する。
【００５０】
　本発明において、基材上に金属層（Ａ）のベタ膜と金属化合物層（Ｂ）のベタ膜とを積
層形成する方法として、気相製膜法、メッキ法が挙げられるが、環境上の問題や製膜の安
定性の観点から気相製膜法が好ましく用いられる。特に気相製膜法のみで金属層（Ａ）の
ベタ膜と金属化合物層（Ｂ）のベタ膜を積層することが好ましい。
【００５１】
　気相製膜法は、基材上に直接に、金属層（Ａ）のベタ膜と金属酸化物層（Ｂ）のベタ膜
を積層することができるので、後述する１枚基材フィルターの製造に際して、導電性メッ
シュ上に機能層を直接に積層する場合、機能層の塗工性や密着性の点で極めて有利である
。
【００５２】
　基材と導電性メッシュの間に、接着剤（基材に銅箔を接着するための接着剤）やゼラチ
ン乳剤層（感光性銀塩を用いた場合）が介在すると、導電性メッシュ上に機能層を直接に
積層する場合、機能層の塗工性や密着性が低下する場合がある。そのため本発明にかかる
導電性フィルムは、基材と導電性メッシュの間には他の層を介さずに、つまり基材と導電
性メッシュが直接に積層された構成であることが好ましい。
【００５３】
　基材と導電性メッシュを直接積層した構成とするために、本発明に好ましく用いられる
気相製膜法とは、具体的には、真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法
、電子ビーム蒸着、化学蒸着の中から選ばれる少なくとも１つの方法である。これらの気
相製膜法の中でも、真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法が好ましく
用いられる。
【００５４】
　気相製膜法として、複数の方法を組み合わせて用いることもできる。例えば、金属層（
Ａ）のベタ膜を真空蒸着法、金属化合物層（Ｂ）のベタ膜をスパッタリング法で形成する
ことができる。
【００５５】
　前述した導電性メッシュの合計厚みは、上記のようにして基材上に積層される金属層（
Ａ）のベタ膜の厚み、及び金属化合物層（Ｂ）のベタ膜の厚みを制御することによって調
整することができる。基材上に積層された金属層（Ａ）のベタ膜と金属化合物層（Ｂ）の
ベタ膜は、その後にパターン加工されても、ほぼその厚みと同程度の導電性メッシュが形
成されるので、導電性メッシュの設計に合わせて金属層（Ａ）のベタ膜と金属化合物層（
Ｂ）のベタ膜とが製膜される。
【００５６】
　金属層（Ａ）のベタ膜と金属化合物層（Ｂ）のベタ膜のパターン加工方法については、
２つの好ましい加工方法が挙げられるが、それらについて以下に説明する。
【００５７】
　以下の説明において、金属層（Ａ）のベタ膜と金属化合物層（Ｂ）のベタ膜が積層され
たものを、金属積層膜と略記する。
【００５８】
　本発明に用いられる好ましい１つのパターン加工方法は、金属積層膜をエッチング法に
よってメッシュパターン状に加工する方法である。
【００５９】
　もう１つの好ましい加工方法は、予め基材上に、溶剤に可溶な樹脂を用いて導電性メッ
シュのパターンとは逆パターンを形成し、次いで、基材のパターン形成面に金属積層膜を
形成し、溶剤にて逆パターンの樹脂とその上の金属積層膜を除去することによって、メッ
シュパターンの金属積層膜（導電性メッシュ）を形成する方法である。
【００６０】
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　本発明では、前者のエッチングによるパターン加工方法が特に好ましく用いられる。
【００６１】
　前者のパターン加工方法について詳細に説明する。かかる加工方法は、基材上に積層さ
れた金属積層膜の上に、フォトリソグラフィー法あるいは印刷法などを利用してメッシュ
パターン状のレジスト層を形成した後、金属積層膜をエッチングする方法である。
【００６２】
　上記のフォトリソグラフィー法は、金属積層膜上のほぼ全面にレジスト層を積層し、該
レジスト層をメッシュパターン状に露光し、現像してメッシュパターン状のレジスト層を
形成する方法である。レジスト層を露光する方法としては、フォトマスクを介して紫外線
等で露光する方法、もしくはレーザーを用いて直接に走査露光する方法を用いることがで
きる。
【００６３】
　上記の印刷法は、金属積層膜上にレジスト材料をスクリーン印刷やグラビア印刷でメッ
シュパターン状に印刷する方法である。
【００６４】
　レジスト層を構成するレジスト材料としては、フォトグラフィー法の場合は、感光性レ
ジストを用いることができる。例えば、露光部分が硬化するネガレジスト、あるいは逆に
露光部分が現像によって溶解するポジレジストを用いることができる。レジスト層は金属
積層膜上に塗工して積層してもよいし、あるいはレジストフィルムを貼り合わせてもよい
。
【００６５】
　印刷法に用いられるレジスト材料としては、ポリイミド系樹脂、エポキシ系樹脂、アク
リル系樹脂、ウレタン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリオレフィン系樹脂等が挙げられ
る。また、これらの樹脂に、架橋剤として、例えば、イソシアネート化合物、エポキシ化
合物、オキサゾリン化合物、メラミン化合物等を加えることができる。
【００６６】
　フォトグラフィー法及び印刷法に用いられるレジスト材料に、カーボンブラック等の黒
顔料を含有させて黒色レジスト層とすることもできる。
【００６７】
　次いで、メッシュパターン状のレジスト層が被覆されていない部分の金属積層膜がエッ
チングされる。
【００６８】
　エッチング処理方法としては、ケミカルエッチング法が好ましく用いられる。ケミカル
エッチング法とは、レジストパターンで保護された金属部分以外の金属をエッチング液で
溶解し、除去する方法である。エッチング液としては、塩化第二鉄水溶液、塩化第二銅水
溶液、アルカリエッチング液等がある。
【００６９】
　エッチング後、レジスト層は通常剥離されるが、上記の黒色レジスト層は剥離せずに残
しておくことが好ましい。黒色レジスト層を剥離せずに残しておくことによって、さらに
導電性メッシュの金属層（Ａ）に由来する金属光沢を低減することができる。
【００７０】
　後者のパターン加工方法について詳細に説明する。このパターン加工方法は、一般にリ
フトオフと呼ばれる方法であり、基材上に予め剥離可能な樹脂を用いて導電性メッシュと
は逆パターンの樹脂層を形成し、その上から金属積層膜を積層し、次いで、前記逆パター
ンの樹脂層を剥離する方法である。前記の逆パターンの樹脂層を剥離するときに、同時に
樹脂層上の金属積層膜も一緒に剥離されるため、樹脂層を形成しなかった部分にのみ金属
積層膜のパターンが形成される。従って、この加工方法は、剥離可能な樹脂層は導電性メ
ッシュとは逆パターンに形成する必要がある。
【００７１】
　基材上に、予め、導電性メッシュパターンとは逆パターンに形成される、剥離可能な樹
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脂層に用いられる樹脂としては、溶剤に可溶な樹脂が好ましく用いられる。かかる樹脂と
しては、水溶性樹脂、有機溶剤に可溶な樹脂、及びアルカリに可溶な樹脂を用いることが
できる。これらの樹脂の中でも、作業環境等の観点から、水溶性樹脂が好ましく、特に水
溶性の高分子樹脂が好ましく用いられる。
【００７２】
　水溶性高分子樹脂としては、ポリビニルピロリドン、ポリビニルアルコール、ポリビニ
ルアルコールの部分ケン化物、可溶性デンプン、カルボキシメチルデンプン、酢酸ビニル
－マレイン酸交互共重合体、ヒドロキシプロピルセルロースが挙げられ、これらの水溶性
高分子樹脂の１種もしくは２種以上の混合物を用いることができる。
【００７３】
　有機溶剤に可溶な樹脂としては、例えば、ポリイミドエーテル樹脂、ポリアミド樹脂、
ポリアミドイミド樹脂、ポリベンゾイミダゾール樹脂、ポリヒダントイン樹脂、ポリパラ
バン樹脂や溶剤可溶型ポリイミド樹脂などがある。またシリコーングリースや油性インク
などを用いることもできる。
【００７４】
　アルカリに可溶な樹脂としては一般的なレジストを用いることが可能である。レジスト
を構成するバインダポリマーとしては、以下に示すものが挙げられる。天然ゴム、ポリイ
ソプレン、ポリ－１,２－ブタジエン、ポリイソブテン、ポリブテン、ポリ－２－ヘプチ
ル－１，３ －ブタジエン、ポリ－２－ｔ－ブチル－１,３－ブタジエン、ポリ－１,３－
ブタジエンなどの（ジ）エン類、ポリオキシエチレン、ポリオキシプロピレン、ポリビニ
ルエチルエーテル、ポリビニルヘキシルエーテル、ポリビニルブチルエーテルなどのポリ
エーテル類、ポリビニルアセテート、ポリビニルプロピオネートなどのポリエステル類、
ポリウレタン、エチルセルロース、ポリ塩化ビニル、ポリアクリロニトリル、ポリメタク
リロニトリル、ポリスルホン、ポリスルフィド、ポリエチルアクリレート、ポリブチルア
クリレート、ポリ－２－エチルヘキシルアクリレート、ポリ－ｔ－ブチルアクリレート、
ポリ－３－エトキシプロピルアクリレート、ポリオキシカルボニルテトラメタクリレート
、ポリメチルアクリレート、ポリイソプロピルメタクリレート、ポリドデシルメタクリレ
ート、ポリテトラデシルメタクリレート、ポリ－ｎ－プロピルメタクリレート、ポリ－３
，３，５－トリメチルシクロヘキシルメタクリレート、ポリエチルメタクリレート、ポリ
－２－ニトロ－２－メチルプロピルメタクリレート、ポリ－１，１－ジエチルプロピルメ
タクリレート、ポリメチルメタクリレートなどのポリ（メタ）アクリル酸エステルを使用
することができる。さらにアクリル樹脂とアクリル以外との共重合可能なモノマーとして
は、エポキシアクリレート、ウレタンアクリレート、ポリエーテルアクリレート、ポリエ
ステルアクリレートなども使用できる。
【００７５】
　剥離可能な樹脂を用いて、基材上に導電性メッシュとは逆パターンの樹脂層を形成する
方法としては、印刷法やフォトリソグラフィー法などを用いることができる。印刷法とし
ては、例えば、スクリーン印刷、インクジェット、凹版印刷、凸版印刷、オフセット印刷
、グラビア印刷、フレキソ印刷など様々な方法を用いることができる。
【００７６】
　フォトリソグラフィー法は、前述のエッチング法によるパターン加工方法で説明したフ
ォトリソグラフィー法を用いることができる。
（導電性フィルム）
　本発明にかかる導電性フィルムは、基材上に上述の導電性メッシュが設けられたもので
ある。かかる基材として、プラスチックフィルムが好ましく用いられる。
【００７７】
　プラスチックフィルムを構成する樹脂としては、ポリエチレンテレフタレート、ポリエ
チレンナフタレート等のポリエステル樹脂、トリアセチルセルロース等のセルロース樹脂
、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブチレン等のポリオレフィン樹脂、アクリル樹脂
、ポリカーボネート樹脂、アートン樹脂、エポキシ樹脂、ポリイミド樹脂、ポリエーテル



(11) JP 5321151 B2 2013.10.23

10

20

30

40

50

イミド樹脂、ポリアミド樹脂、ポリスルフォン樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、
ポリエーテルスルフォン樹脂等が挙げられる。これらの中でも、ポリエステル樹脂、ポリ
オレフィン樹脂及びセルロース樹脂が好ましく、特にポリエステル樹脂が好ましく用いら
れる。
【００７８】
　プラスチックフィルムの厚みとしては、５０～３００μｍの範囲が適当であるが、コス
トの観点及びディスプレイ用フィルターの剛性を確保するという観点から８０～２５０μ
ｍの範囲が特に好ましい。またプラスチックフィルムとしては、複数の層を積層した積層
フィルムを用いることもできる。
【００７９】
　本発明に用いられるプラスチックフィルムとしては、導電性メッシュ、後述する機能性
表面層や近赤外線遮蔽層との密着性（接着強度）を高めるために、プライマー層（易接着
層、下引き層）を有するプラスチックフィルムが好ましい。
【００８０】
　（ディスプレイ用フィルター）
　本発明の導電性フィルムは、ディスプレイ用フィルターに好ましく適用される。
【００８１】
　本発明の導電性フィルムの好ましい適用例の１つとして、導電性フィルムの導電性メッ
シュ側に、粘着剤層、及び他の基材をこの順に有するディスプレイ用フィルターを挙げる
ことができる。より具体的には、導電性フィルムの導電性メッシュ側と、他の基材、例え
ば、基材上にハードコート層、反射防止層、防眩層、近赤外線遮蔽層等の機能層が設けら
れた機能性フィルムの基材側とを、粘着剤層を介して貼合したディスプレイ用フィルター
が挙げられる。以下の説明において、上記ディスプレイ用フィルターを複数基材フィルタ
ーと言う。
【００８２】
　複数基材フィルターを製造する工程において、導電性フィルムの導電性メッシュ側と、
他の基材が粘着剤層を介して貼合されるが、厚みが１０μｍ程度の従来の導電性メッシュ
と、他の基材とを粘着剤層を介して貼合した場合、導電性メッシュの大きな凹凸構造に起
因して粘着剤層に微小気泡が混入するという問題が発生する。この微小気泡の混入は、フ
ィルターの透明性を著しく低下させており、微小気泡を除去し透明性を高めるために、オ
ートクレーブでの加熱加圧処理が必須となっていた。
【００８３】
　このオートクレーブ処理には、１時間程度以上の時間が必要であり、生産性を低下させ
る要因となっていた。
【００８４】
　上記の従来技術に対して、本発明の導電性メッシュは、厚みが２．５μｍ未満と小さい
ために、導電性フィルムと他の基材との貼合において、気泡混入が大幅に低減されるので
、オートクレーブ処理の省略もしくは処理時間の短縮が可能となった。
【００８５】
　本発明の導電性フィルムの他の好ましい適用例として、導電性フィルムの導電性メッシ
ュ側に、機能層が積層されたディスプレイ用フィルターを挙げることができる。より具体
的には、導電性フィルムの導電性メッシュ側に、反射防止層やハードコート層等の機能層
を直接に積層した、１枚のみの基材からなるディスプレイ用フィルターが挙げられる。以
下の説明において、上記ディスプレイ用フィルターを１枚基材フィルターと言う。
【００８６】
　上記の１枚基材フィルターは、導電性フィルムの導電性メッシュ上に直接に、反射防止
層、防眩層、ハードコート層等の機能層が塗工により形成される。従来の厚みが１０μｍ
程度の導電性メッシュ上に、薄膜の機能層を直接に塗工すると、導電性メッシュの高い凹
凸構造によって、塗工性が著しく低下するという問題が発生した。塗工性を確保するため
に機能層の厚みを大きくすると、機能層の本来の性能が損なわれたり、カールが発生した
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り、生産性が低下するなどの不都合が生じた。
【００８７】
　本発明の導電性メッシュは、厚みが２．５μｍ未満と小さいために、機能層の厚みを必
要以上に大きくしなくとも、均一な塗工性が得られるという利点がある。
【００８８】
　（複数基材フィルター）
　複数基材フィルターは、導電性フィルムの導電性メッシュ側と他の基材が粘着剤層を介
して貼合されたディスプレイ用フィルターである。導電性フィルムの導電性メッシュ側と
粘着剤層を介して貼合される他の基材は、該基材上に反射防止層、ハードコート層、防眩
層、近赤外線遮蔽層、色調調整層等の機能層が設けられた機能性フィルムの基材であるこ
とが好ましい。ここで用いられる粘着剤層は、導電性メッシュの開口部を埋めて、かつ他
の基材を接着するだけの厚みが必要であり、従って、少なくとも導電性メッシュの厚みよ
り大きいことが重要である。粘着剤層の厚みは、具体的には５～５０μｍ程度が適当であ
り、１０～４０μｍの範囲が好ましく、特に１５～３０μｍの範囲が好ましい。
【００８９】
　上記機能性フィルムは、基材上に複数の機能層が積層されたものであってもよく、また
２以上の機能性フィルムを積層したものであってもよい。例えば、前者の例としては、基
材の一方の面にハードコート層と反射防止層が積層され、基材の他方の面に近赤外線遮蔽
層が積層されたものが挙げられる。また、後者の例としては、例えば、基材上にハードコ
ート層と反射防止層が積層された機能性フィルムと、基材上に近赤外線遮蔽層が積層され
た機能性フィルムを積層したものが挙げられる。
【００９０】
　導電性フィルムの導電性メッシュ側と粘着剤層を介して貼合される他の基材の貼合面は
、基材そのものであってもよいし、上記した機能層の積層面であってもよい。　
上記の他の基材としては、プラスチックフィルムが好ましく用いられる。かかるプラスチ
ックフィルムとしては、導電性フィルムの基材と同様のものを用いることができる。
【００９１】
　上記の機能性フィルムの構成例の幾つかを以下に例示するが、本発明はこれらに限定さ
れない。尚、下記の構成例の中で、最も左側に記載されている基材もしくは層が導電性フ
ィルムの導電性メッシュ側と粘着剤層を介して貼合される。
【００９２】
　イ）基材／ハードコート層／反射防止層
　ロ）基材／防眩層
　ハ）基材／防眩性ハードコート層／反射防止層
　ニ）近赤外線遮蔽層／基材／ハードコート層／反射防止層
　ホ）近赤外線遮蔽層／基材／防眩性ハードコート層
　ヘ）近赤外線遮蔽層／基材／防眩性ハードコート層／反射防止層
　ホ）基材／近赤外線遮蔽層／粘着剤層／基材／ハードコート層／反射防止層
　上記の近赤外線遮蔽層は、色調調整層の機能を併せ持つことが好ましい。また、上記の
イ）、ロ）、ハ）の機能性フィルムは、導電性フィルムとの貼合に用いられる粘着剤層に
、近赤外線遮蔽層の機能及び色調調整層の機能を付与することが好ましい。
（１枚基材フィルター）
　１枚基材フィルターは、導電性フィルムの導電性メッシュ上に、反射防止層、防眩層、
及びハードコート層の中から選ばれる少なくとも１つの機能層が、粘着剤層を介さずに直
接に積層されたものであることが好ましい。粘着剤層を介さずに直接に機能層が積層され
た態様であれば特に限定されないが、機能層の積層は、塗工によって積層されることが好
ましい。機能層は、単一層であっても、複数構成であってもよく、または複数の機能を併
せ持つ層であってもよい。
【００９３】
　１枚基材フィルターの構成例の幾つかを以下に例示するが、本発明はこれらに限定され
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ない。
ａ）導電性フィルム／ハードコート層／反射防止層
ｂ）導電性フィルム／防眩層
ｃ）導電性フィルム／防眩性ハードコート層／反射防止層
ｄ）導電性フィルム／近赤外線遮蔽性ハードコート層／反射防止層
　上記ａ）、ｂ）、ｃ）の構成の場合、色調調整層の機能を併せ持つ近赤外線遮蔽層を、
導電性フィルムの導電性メッシュとは反対面（導電性フィルムの基材側の面）に積層する
ことができる。また、上記の近赤外線遮蔽層に代えて、近赤外線遮蔽層の機能と色調調整
層の機能を付与した粘着剤層を、導電性フィルムの導電性メッシュとは反対面（導電性フ
ィルムの基材側の面）に積層することができる。
【００９４】
　導電性フィルムの導電性メッシュ上に積層される機能層の合計厚みは、原材料コストの
低減、塗工速度や乾燥速度の向上、及びカールの抑制等の観点から、それぞれの機能が発
現する範囲で、小さいことが好ましい。本発明の導電性メッシュの厚みは２．５μｍと小
さいので、導電性メッシュの凹凸が小さく、機能層の合計厚みが小さくとも均一な塗工性
が確保できる。
【００９５】
　本発明において、導電性メッシュ上に塗工により積層される機能層の合計厚みは、１５
μｍ未満が好ましく、１２μｍ未満がより好ましく、更には１０μｍ未満が好ましく、特
に８μｍ未満が好ましい。機能層の合計厚みの下限は、０．５μｍ程度であり、１μｍ以
上が好ましく、特に２μｍ以上が好ましい。
（機能層）
　複数基材フィルターに用いられる機能性フィルムを構成する機能層、及び１枚基材フィ
ルターの導電性メッシュ上に積層される機能層について説明する。両者の機能層は、ほぼ
同じものであり、断りのない限り、両者に共通するものである。また、本発明で用いられ
る機能層は、複数の機能を併せ持つものであってもよい。
（反射防止層）
　反射防止層は、ディスプレイの画像表示に影響を与える蛍光灯などの外光の反射や映り
込みを防止するものである。反射防止層は、表面の視感反射率が４％以下であることが好
ましく、３％以下がより好ましく、特に２％以下であることが好ましい。ここで視感反射
率は、分光光度計等を使用して可視領域波長（３８０～７８０ｎｍ）の反射率を測定し、
ＣＩＥ１９３１システムに準じて計算された視感反射率（Ｙ）である。
【００９６】
　反射防止層としては、低屈折率層のみの単一層であってもよいし、低屈折率層と高屈折
率層の積層構成であってもよい。上記積層構成では、高屈折率層が導電性フィルム側に配
置される。
低屈折率層の屈折率は１．２５～１．４９の範囲が好ましく、特に１．３～１．４５の範
囲が好ましい。高屈折率層の屈折率は１．５～１．７５の範囲が好ましく、特に１．５５
～１．７０の範囲が好ましい。
（低屈折率層）
　低屈折率層を形成する方法としては、１）ＭｇＦ2やＳｉＯ2等の薄膜を真空蒸着法やス
パッタリング、プラズマＣＶＤ法等の気相法により形成する方法、２）シリカ系微粒子と
結合してなるシロキサンポリマーを主成分とした層を熱硬化する方法、３）含フッ素化合
物やシリカ系微粒子を含む活性エネルギー線硬化型樹脂層を硬化する方法等が挙げられる
。これらの中でも、２）、３）の方法が好ましく、特に３）の方法が好ましい。
上記２）のシリカ系微粒子と結合してなるシロキサンポリマーを主成分とした層を熱硬化
する方法について説明する。
【００９７】
　ここで言う「結合」とは、シリカ系微粒子のシリカ成分とマトリックスのシロキサンポ
リマーが反応して均質化している状態を意味する。シリカ系微粒子と結合してなるシロキ
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サンポリマーは、該シリカ系微粒子の存在下、多官能性シラン化合物を溶剤中、酸触媒に
より、公知の加水分解反応によって、一旦シラノール化合物を形成し、公知の縮合反応を
利用することによって得ることができる。
【００９８】
　かかる多官能性シラン化合物としては、多官能性フッ素含有シラン化合物を含むことが
低屈折率化、防汚性の点から好ましく、トリフルオロメチルメトキシシラン、トリフルオ
ロメチルエトキシシラン、トリフルオロプロピルトリメトキシシラン、トリフルオロプロ
ピルトリエトキシシラン、ヘプタデカフルオロデシルトリメトキシシラン、トリデカフル
オロオクチルトリメトキシシラン、ヘプタデカフルオロデシルトリエトキシシラン、トリ
デカフルオロオクチルトリエトキシシランなどの３官能性フッ素含有シラン化合物、ヘプ
タデカフルオロデシルメチルジメトキシシランなどの２官能性フッ素含有シラン化合物な
どが挙げられ、いずれも好適に用いられるが、表面硬度の観点から、トリフルオロメチル
メトキシシラン、トリフルオロメチルエトキシシラン、トリフルオロプロピルトリメトキ
シシラン、トリフルオロプロピルトリエトキシシランが、より好ましい。
【００９９】
　シリカ系微粒子としては、平均粒子径１ｎｍ～２００ｎｍのシリカ系微粒子であること
が好ましく、特に好ましくは、平均粒子径１ｎｍ～７０ｎｍである。平均粒子径が１ｎｍ
を下回ると、マトリックス材料との結合が不十分となり、硬度が低下することがある。一
方、平均粒子径が２００ｎｍを越えると、粒子を多く導入して生じる粒子間の空隙の発生
が少なくなり、低屈折率化の効果が十分発現しないことがある。さらに、かかるシリカ系
微粒子の中でも、内部に空洞を有する構造のものが、屈折率を低下させるために、特に好
ましく使用される。
【０１００】
　かかる内部に空洞を有するシリカ系微粒子とは、外殻によって包囲された空洞部を有す
るシリカ系微粒子、多数の空洞部を有する多孔質のシリカ系微粒子等が挙げられ、いずれ
も好適に用いられる。このような例としては例えば、特許第３２７２１１１号公報に開示
されている方法によって製造でき、微粒子内部の空洞の占める体積、すなわち微粒子の空
隙率としては、５％以上が好ましく、３０％以上がさらに好ましい。空隙率は、例えば、
水銀ポロシメーター（商品名：ボアサイザー９３２０－ＰＣ２、（株）島津製作所製）を
用いて測定することができる。また、該微粒子自体の屈折率は、１．２０～１．４０であ
るのが好ましく、１．２０～１．３５であるのがより好ましい。このようなシリカ系微粒
子としては、例えば特開２００１－２３３６１１号公報に開示されているものや、特許第
３２７２１１１号公報等の一般に市販されているものを挙げることができる。
【０１０１】
　上記３）の含フッ素化合物やシリカ系微粒子を含む活性エネルギー線硬化型樹脂層を硬
化する方法について説明する。
【０１０２】
　含フッ素化合物とシリカ系微粒子はそれぞれ単独で用いてもよいが、組み合わせて用い
ることが好ましい。
上記の含フッ素化合物としては、含フッ素モノマー、含フッ素高分子化合物が挙げられる
。
【０１０３】
　含フッ素モノマーとしては、例えば、２，２，２－トリフルオロエチル（メタ）アクリ
レート、２，２，３，３，３－ペンタフルオロプロピル（メタ）アクリレート、２－（パ
ーフルオロブチル）エチル（メタ）アクリレート、２－（パーフルオロヘキシル）エチル
（メタ）アクリレート、２－（パーフルオロオクチル）エチル（メタ）アクリレート、２
－（パーフルオロデシル）エチル（メタ）アクリレートなどのフッ素含有（メタ）アクリ
ル酸エステル類が挙げられる。
【０１０４】
　含フッ素高分子化合物としては、例えば、含フッ素モノマーと架橋性基付与のためのモ
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ノマーを構成単位とする含フッ素共重合体が挙げられる。含フッ素モノマー単位の具体例
としては、例えばフルオロオレフィン類（例えばフルオロエチレン、ビニリデンフルオラ
イド、テトラフルオロエチレン、ヘキサフルオロエチレン、ヘキサフルオロプロピレン、
パーフルオロ－２，２－ジメチル－１，３－ジオキソール等）、（メタ）アクリル酸の部
分または完全フッ素化アルキルエステル誘導体類（例えばビスコート６ＦＭ（大阪有機化
学製）やＭ－２０２０（ダイキン製）等）、完全または部分フッ素化ビニルエーテル類等
である。架橋性基付与のためのモノマーとしてはグリシジルメタクリレートのように分子
内にあらかじめ架橋性官能基を有する（メタ）アクリレートモノマーの他、カルボキシル
基やヒドロキシル基、アミノ基、スルホン酸基等を有する（メタ）アクリレートモノマー
（例えば（メタ）アクリル酸、メチロール（メタ）アクリレート、ヒドロキシアルキル（
メタ）アクリレート、アリルアクリレート等）が挙げられる。
【０１０５】
　シリカ系微粒子としては、上記２）の方法に用いられる内部に空洞を有するシリカ系微
粒子が好ましく用いられる。
【０１０６】
　活性エネルギー線硬化型樹脂は、活性エネルギー線の照射によって重合し硬化されて低
屈折率層の樹脂層を形成する。ここで、活性エネルギー線とは、紫外線、電子線および放
射線（α線、β線、γ線など）などを指し、実用的には、電子線や紫外線が好ましく、特
に紫外線が簡便であり好ましい。紫外線源としては、紫外線蛍光灯、低圧水銀灯、高圧水
銀灯、超高圧水銀灯、キセノン灯、炭素アーク灯などを用いることができる。また、活性
エネルギー線を照射するときに、低酸素濃度下で照射を行なうと、効率よく硬化させるこ
とができる。また、電子線照射方式は、装置が高価で不活性気体下での操作が必要ではあ
るが、塗布液中に光重合開始剤や光増感剤などを含有させなくてもよい点で有利である。
【０１０７】
　上記の活性エネルギー線硬化型樹脂層に用いられる樹脂成分としては、（メタ）アクリ
ロイル基を分子内に２個以上有する多官能（メタ）アクリレート化合物が好ましく用いら
れる。更に（メタ）アクリロイル基を分子内に３個以上有する多官能（メタ）アクリレー
ト化合物が好ましく、特にアクリロイル基を分子内に３～１０個有する多官能（メタ）ア
クリレート化合物が好ましく用いられる。
【０１０８】
　かかる多官能（メタ）アクリレート化合物としては、例えば、エチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、ジシクロペンテニルジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコ
ールジアクリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリシクロデ
カンジイルジメチレンジ（メタ）アクリレート、トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシ
アヌレートジ（メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート
、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡジグリシジルエー
テルの両末端（メタ）アクリル酸付加物、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレー
ト、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メ
タ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、グリセロールト
リ（メタ）アクリレート、エチレン変性トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレー
ト、トリス－（２－ヒドロキシエチル）－イソシアヌル酸エステルトリ（メタ）アクリレ
ート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペン
タ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート等が挙げ
られる。なお、本発明において「・・・（メタ）アクリ・・・」とは、「・・・アクリ・
・・または・・・メタアクリ・・・」を略して表示したものである。
【０１０９】
　上記の多官能（メタ）アクリレート化合物の中でも、（メタ）アクリロイル基を分子内
に３個以上有する多官能（メタ）アクリレート化合物が好ましく、特にアクリロイル基を
分子内に３～１０個有する多官能（メタ）アクリレート化合物が好ましく用いられる。
【０１１０】
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　上記の多官能（メタ）アクリレート化合物の重合、硬化を促進するために、活性エネル
ギー線硬化型樹脂層に、光重合開始剤を含有させることが好ましい。
かかる光重合開始剤としては、光重合開始剤の具体的な例としては、アセトフェノン、２
，２－ジエトキシアセトフェノン、ｐ－ジメチルアセトフェノン、ｐ－ジメチルアミノプ
ロピオフェノン、ベンゾフェノン、２－クロロベンゾフェノン、４，４’－ジクロロベン
ゾフェノン、４，４’－ビスジエチルアミノベンゾフェノン、ミヒラーケトン、ベンジル
、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソ
プロピルエーテル、メチルベンゾイルフォルメート、ｐ－イソプロピル－α－ヒドロキシ
イソブチルフェノン、α－ヒドロキシイソブチルフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フ
ェニルアセトフェノン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトンなどのカルボニル
化合物、テトラメチルチウラムモノスルフィド、テトラメチルチウラムジスルフィド、チ
オキサントン、２－クロロチオキサントン、２－メチルチオキサントンなどの硫黄化合物
などを用いることができる。これらの光重合開始剤は単独で使用してもよいし、２種以上
組み合せて用いてもよい。
【０１１１】
　低屈折率層の厚みは、０．０１～０．４μｍの範囲が好ましく、０．０２～０．２μｍ
の範囲がより好ましい。
（高屈折率層）
　高屈折率層は、金属酸化物微粒子を含む活性エネルギー線硬化型樹脂層を硬化した層で
あることが好ましい。
【０１１２】
　金属酸化物微粒子としては、例えば、酸化チタン、酸化ジルコニウム、酸化亜鉛、酸化
錫、酸化アンチモン、酸化セリウム、酸化鉄、アンチモン酸亜鉛、酸化錫ドープ酸化イン
ジウム（ＩＴＯ）、アンチモンドープ酸化錫（ＡＴＯ）、アルミニウムドープ酸化亜鉛、
ガリウムドープ酸化亜鉛、フッ素ドープ酸化錫等が挙げられ、これらの金属酸化物微粒子
は単独で用いても良いし、複数併用しても良い。
【０１１３】
　活性エネルギー線硬化型樹脂層については、上記の低屈折率層の項で説明したものと同
様のものを用いることができる。
【０１１４】
　高屈折率層の厚みは、０．０５μｍ以上１０μｍ未満の範囲が好ましく、０．０８μｍ
以上５μｍ未満の範囲がより好ましい。
（防眩層）
　防眩層は、画像のギラツキを防止するものであり、表面に微小な凹凸を有する膜が好ま
しく用いられる。防眩層としては、例えば、熱硬化型樹脂または光硬化型樹脂に、平均粒
子径が１～１０μｍ程度の粒子を分散させて支持体上に塗布および硬化させたもの、ある
いは、熱硬化型樹脂または光硬化型樹脂を表面に塗布し、所望の表面状態を有する型を押
し付けて凹凸を形成した後に硬化させたものなどが用いられる。防眩層は、ヘイズ値（Ｊ
ＩＳＫ ７１３６；２０００年）が０．５～２０％であることが好ましい。また、防眩層
表面の中心線平均粗さＲａ値は、１００～１０００ｎｍの範囲が好ましく、特に２００～
７００ｎｍの範囲が好ましい。ここで中心線平均粗さＲａ値は、ＪＩＳ　Ｂ０６０１－１
９８２の方法に基づき、表面粗さ測定器ＳＥ―３４００（（株）小坂研究所製）を用いて
測定することができる。
【０１１５】
　防眩層は、ハードコート機能を併せ持つことが好ましい。防眩層の厚みは０．５μｍ以
上１５μｍ未満の範囲が好ましく、１μｍ以上１２μｍ未満の範囲がより好ましく、更に
は２μｍ以上１０μｍ未満の範囲が好ましく、特に２μｍ以上８μｍ未満の範囲が好まし
い。
（ハードコート層）
　ハードコート機能を有する層（ハードコート層）は、傷防止のために設けられる。ハー
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ドコート層は硬度が高いことが好ましく、ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４（１９９９年）で
定義される鉛筆硬度が、Ｈ以上が好ましく、２Ｈ以上がより好ましい。上限は９Ｈ程度で
ある。
【０１１６】
　ハードコート層は、アクリル系樹脂、ウレタン系樹脂、メラミン系樹脂、エポキシ系樹
脂、有機シリケート化合物、シリコーン系樹脂などで構成することができる。特に、硬度
と耐久性などの点で、シリコーン系樹脂やアクリル系樹脂が好ましい。さらに、硬化性、
可撓性および生産性の点で、活性エネルギー線硬化型のアクリル系樹脂、または熱硬化型
のアクリル系樹脂からなるものが好ましい。
【０１１７】
　活性エネルギー線硬化型のアクリル系樹脂または熱硬化型のアクリル系樹脂とは、重合
硬化成分として多官能アクリレート、アクリルオリゴマーあるいは反応性希釈剤を含む組
成物である。その他に必要に応じて光開始剤、光増感剤、熱重合開始剤あるいは改質剤等
を含有しているものを用いてもよい。
【０１１８】
　アクリルオリゴマーとは、アクリル系樹脂骨格に反応性のアクリル基が結合されたもの
を始めとして、ポリエステルアクリレート、ウレタンアクリレート、エポキシアクリレー
ト、ポリエーテルアクリレートなどであり、また、メラミンやイソシアヌール酸などの剛
直な骨格にアクリル基を結合したものなども用いることができる。
【０１１９】
　また、反応性希釈剤とは、塗布剤の媒体として塗布工程での溶剤の機能を担うと共に、
それ自体が一官能性あるいは多官能性のアクリルオリゴマーと反応する基を有し、塗膜の
共重合成分となるものである。
【０１２０】
　また、市販されている多官能アクリル系硬化塗料としては、三菱レイヨン株式会社；（
商品名“ダイヤビーム（登録商標）”シリーズなど）、長瀬産業株式会社；（商品名“デ
ナコール（登録商標）”シリーズなど）、新中村株式会社；（商品名“ＮＫエステル”シ
リーズなど）、大日本インキ化学工業株式会社；（商品名“ＵＮＩＤＩＣ（登録商標）”
シリーズなど）、東亜合成化学工業株式会社；（商品名“アロニックス（登録商標）”シ
リーズなど）、日本油脂株式会社；（商品名“ブレンマー（登録商標）”シリーズなど）
、日本化薬株式会社；（商品名“ＫＡＹＡＲＡＤ（登録商標）”シリーズなど）、共栄社
化学株式会社；（商品名“ライトエステル”シリーズ、“ライトアクリレート”シリーズ
など）などの製品を利用することができる。
【０１２１】
　ハードコート層形成組成物を構成するアクリル化合物の代表的なものを例示すると、１
分子中に３個以上、より好ましくは４個以上、さらに好ましくは５個以上の（メタ）アク
リロイルオキシ基を有する単量体およびプレポリマーの少なくとも１種と、１分子中に１
～２個のエチレン性不飽和二重結合を有する単量体の少なくとも１種とからなる混合物を
主たる構成成分とし、活性エネルギー線硬化または熱硬化によって得られるハードコート
層が、硬度、耐摩耗性および可撓性に優れている点で好ましく用いられる。（メタ）アク
リロイルオキシ基が多すぎる場合には、単量体は高粘度となり取り扱いし難くなり、また
、高分子量とならざるを得なくなって塗布液として用いることが困難となるので、１分子
中の（メタ）アクリロイルオキシ基は好ましくは１０個以下である。
【０１２２】
　１分子中に３個以上の（メタ）アクリロイルオキシ基を有する単量体およびプレポリマ
ーとしては、１分子中に３個以上のアルコール性水酸基を有する多価アルコールの該水酸
基が、３個以上の（メタ）アクリル酸のエステル化物となっている化合物などを挙げるこ
とができる。具体的な例としては、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペ
ンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールトリ（メタ）
アクリレート、ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリ
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トールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレー
ト、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリアク
リレートヘキサメチレンジイソシアネートウレタンプレポリマー、ペンタエリスリトール
トリアクリレートトルエンジイソシアネートウレタンプレポリマー、ペンタエリスリトー
ルトリアクリレートイソホロンジイソシアネートウレタンプレポリマーなどを用いること
ができる。これらの単量体およびプレポリマーは、１種または２種以上を混合して使用す
ることができる。特にこれらの内、少なくともひとつの水酸基を有する多官能アクリレー
ト化合物は、後述するイソシアネートとの併用により、ハードコート層と隣接層との接着
性を向上させることができるので特に好ましい。
【０１２３】
　これらの１分子中に３個以上の（メタ）アクリロイルオキシ基を有する単量体およびプ
レポリマーの使用割合は、ハードコート層形成組成物総量に対して２０～９０質量％が好
ましく、より好ましくは３０～８０質量％、最も好ましくは３０～７０質量％である。
【０１２４】
　上記１分子中に３個以上の（メタ）アクリロイルオキシ基を有する単量体およびプレポ
リマーの使用割合が、ハードコート層形成組成物総量に対して２０質量％未満の場合には
、十分な耐摩耗性を有する硬化被膜を得るという点で不十分な場合がある。また、上記１
分子中に３個以上の（メタ）アクリロイルオキシ基を有する単量体およびプレポリマーの
使用割合が、ハードコート層形成組成物総量に対して９０質量％を超える場合は、硬化に
よる収縮が大きく、硬化被膜に歪が残ったり、被膜の可撓性が低下したり、硬化被膜側に
大きくカールするなどの不都合を招く場合がある。
【０１２５】
　また、これらの内、少なくともひとつの水酸基を有する多官能アクリレート化合物の使
用割合は、ハードコート層形成組成物総量に対して１０～８０質量％が好ましく、より好
ましくは２０～７０質量％、最も好ましくは３０～６０質量％である。少なくともひとつ
の水酸基を有する多官能アクリレート化合物の使用割合が、ハードコート層形成組成物総
量に対して１０質量％未満の場合には、ハードコート層とその隣接層との接着性を向上さ
せる効果が小さい場合がある。少なくともひとつの水酸基を有する多官能アクリレート化
合物の使用割合が、ハードコート層形成組成物総量に対して８０質量％を超える場合は、
ハードコート層内の架橋密度が低下して、ハードコート層の硬度が低下する傾向がある。
【０１２６】
　次に、１分子中に１～２個のエチレン性不飽和二重結合を有する単量体としては、ラジ
カル重合性のある通常の単量体ならば特に限定されずに使用することができる。
【０１２７】
　分子内に２個のエチレン性不飽和二重結合を有する単量体としては、分子内に２個の（
メタ）アクリロイルオキシ基を有する単量体が好ましく用いられる。
【０１２８】
　かかる単量体として、例えば、炭素数２～１２のアルキレングリコールの（メタ）アク
リル酸ジエステル類、ポリオキシアルキレングリコールの（メタ）アクリレート酸ジエス
テル類、多価アルコールの（メタ）アクリル酸ジエステル類：ペンタエリスリトールジ（
メタ）アクリレート、ビスフェノールＡあるいはビスフェノールＡの水素化物のエチレン
オキシドおよびプロピレンオキシド付加物の（メタ）アクリル酸ジエステル類、ウレタン
ジ（メタ）アクリレート類、エポキシジ（メタ）アクリレート類等が挙げられる。
【０１２９】
　分子内に１個のエチレン性不飽和二重結合を有する化合物としては、メチル（メタ）ア
クリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－およびｉ－プロピル（メタ）アクリレー
ト、ｎ－、ｓｅｃ－、およびｔ－ブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メ
タ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、
メトキシエチル（メタ）アクリレート、エトキシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロキ
シエチル（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポ



(19) JP 5321151 B2 2013.10.23

10

20

30

40

50

リプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレート、
テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、Ｎ－ヒドロキシエチル（メタ）アクリル
アミド、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニル－３－メチルピロリドン、Ｎ－ビニル－５－
メチルピロリドンなどを用いることができる。これらの単量体は、１種または２種以上混
合して使用してもよい。
【０１３０】
　これらの１分子中に１～２個のエチレン性不飽和二重結合を有する単量体の使用割合は
、ハードコート層形成組成物総量１００質量％に対して１０～５０質量％が好ましく、よ
り好ましくは２０～４０質量％である。１分子中に１～２個のエチレン性不飽和二重結合
を有する単量体の使用割合が、ハードコート層形成組成物総量に対して５０質量％を超え
る場合には、十分な耐摩耗性を有する硬化被膜が得られにくくなる場合がある。また、１
分子中に１～２個のエチレン性不飽和二重結合を有する単量体の使用割合が、ハードコー
ト層形成組成物総量に対して１０質量％未満の場合には、被膜の可撓性が低下したり、基
材フィルム上に設けた積層膜との接着性が低下する場合がある。
【０１３１】
　本発明において、ハードコート形成組成物を硬化させる方法としては、例えば、活性エ
ネルギー線として紫外線を照射する方法や高温加熱法等を用いることができる。これらの
方法を用いる場合には、前記ハードコート層形成組成物に、光重合開始剤または熱重合開
始剤等を加えることが望ましい。
【０１３２】
　光重合開始剤については、上述の低屈折率層に用いることができるものと同様のものを
用いることができる。熱重合開始剤としては、ベンゾイルパーオキサイドまたはジ－ｔ－
ブチルパーオキサイドなどのパーオキサイド化合物などを用いることができる。
【０１３３】
　光重合開始剤または熱重合開始剤の使用量は、ハードコート層形成組成物総量１００質
量％に対して０．０１～１０質量％が適当である。電子線またはガンマ線を硬化手段とす
る場合には、必ずしも重合開始剤を添加する必要はない。また２２０℃以上の高温で熱硬
化させる場合には、熱重合開始剤の添加は必ずしも必要ではない。
【０１３４】
　本発明において、ハードコート層中には、本発明の効果が損なわれない範囲で、さらに
各種の添加剤を必要に応じて配合することができる。例えば、酸化防止剤、光安定剤、紫
外線吸収剤などの安定剤、界面活性剤、レベリング剤および帯電防止剤などを用いること
ができる。
【０１３５】
　本発明で用いられる活性エネルギー線としては、紫外線、電子線および放射線（α線、
β線、γ線など）などアクリル系のビニル基を重合させる電磁波が挙げられ、実用的には
、紫外線が簡便であり好ましい。紫外線源としては、紫外線蛍光灯、低圧水銀灯、高圧水
銀灯、超高圧水銀灯、キセノン灯、炭素アーク灯などを用いることができる。また、活性
線を照射するときに、低酸素濃度下で照射を行なうと、効率よく硬化させることができる
。またさらに、電子線方式は、装置が高価で不活性気体下での操作が必要ではあるが、塗
布層中に光重合開始剤や光増感剤などを含有させなくてもよい点で有利である。
【０１３６】
　本発明で用いられる熱硬化に必要な熱としては、スチームヒーター、電気ヒーター、赤
外線ヒーターあるいは遠赤外線ヒーターなどを用いて温度を少なくとも１４０℃以上に加
温された空気、不活性ガスを、スリットノズルを用いて基材、塗膜に吹きあてることによ
り与えられる熱が挙げられ、中でも２００℃以上に加温された空気による熱が好ましく、
さらに好ましくは２００℃以上に加温された窒素による熱であることが、硬化速度が早い
ので好ましい。
【０１３７】
　ハードコート層の厚みは０．５μｍ以上１５μｍ未満の範囲が好ましく、１μｍ以上１
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２μｍ未満の範囲がより好ましく、更には２μｍ以上１０μｍ未満の範囲が好ましく、特
に２μｍ以上８μｍ未満の範囲が好ましい。ハードコート層の厚みが０．５μｍ未満の場
合には十分硬化していても薄すぎるために、表面硬度が十分でなく、傷が付きやすくなる
傾向にある。一方、ハードコート層の厚さが１５μｍ以上の場合には、折り曲げなどの応
力により、硬化膜にクラックが入りやすくなる傾向にある。
【０１３８】
　ハードコート層には、前述した反射防止層を構成する高屈折率層としての機能を付与す
ることができる。ハードコート層の高屈折率化は、ハードコート層形成用樹脂組成物中に
、前述した金属酸化物微粒子（高屈折率層に用いられる金属酸化物微粒子と同様のもの）
を添加することにより、あるいは高屈折率成分の分子や原子を含んだ樹脂を用いることに
より図られる。
【０１３９】
　上記の屈折率を向上させる樹脂に含まれる分子及び原子としては、Ｆ以外のハロゲン原
子、Ｓ、Ｎ、Ｐの原子、芳香族環等が挙げられる。
【０１４０】
　また、ハードコート層には、更に着色剤を含有することができる。特に１枚基材フィル
に用いられるハードコート層に、着色剤を含有させることが好ましい。ハードコート層に
着色剤を含有させることによって、導電性メッシュの金属光沢に起因する視認性に低下を
更に改善することができる。
かかる着色剤としては、機能性表面層にニュートラルな色味を付けることができる、顔料
、染料、色素などを用いることが好ましい。着色剤としては、黒色系のものが好ましく、
例えば、カーボンブラック、黒鉛、黒色クロム、チタンブラック等が好ましく用いられる
。また、下記の赤色顔料、緑色顔料、青色顔料を、２種以上混合して用いることもできる
。
【０１４１】
　赤色顔料としてはＣｏｌｏｒ　Ｉｎｄｅｘ　Ｎｏ．ピグメントレッド（以下、ＰＲと略
す）９、９７、１２２、１２３、１４９、１６８、１７７、１８０、１９２、２１５、２
５４等が、緑色顔料としてはＣｏｌｏｒ　Ｉｎｄｅｘ　Ｎｏ．ピグメントグリーン（以下
、ＰＧと略す）７、３６等が、青色顔料としてはＣｏｌｏｒ　Ｉｎｄｅｘ　Ｎｏ．ピグメ
ントブルー（以下、ＰＢと略す）１５：３、１５：４、１５：６、２１、２２、６０、６
４等が挙げられる。
【０１４２】
　上記した、黒色、赤色、緑色、及び青色の顔料の粒子径としては、平均一次粒子径が５
～４００ｎｍの範囲のものが好ましく、１０～２００ｎｍの範囲のものがより好ましく、
特に１０～１００ｎｍの範囲のものが好ましい。ここで、平均一次粒子径は、動的光散乱
法を用いて測定することができる。具体的には、日機装（株）製の「ナノトラック」を用
いて測定することができる。
【０１４３】
　上記の着色剤の含有量は、ハードコート層の全成分１００質量％に対して０．０１～１
０質量％の範囲が適当であり、０．０５～８質量％の範囲が好ましく、特に０．０５～５
質量％の範囲が好ましい。
【０１４４】
　（近赤外線遮蔽層）
　近赤外線遮蔽層は、波長８００～１１００ｎｍの範囲における光線透過率の最大値が１
５％以下となるように調整するのが好ましい。近赤外線遮蔽層は、独立した層として設け
てもよいし、または近赤外線遮蔽機能を、ハードコート層や粘着剤層に近赤外線吸収剤を
混錬、分散することによって付与してもよい。
【０１４５】
　本発明においては、近赤外線吸収剤を樹脂バインダー中に分散もしくは溶解した塗料を
塗布乾燥して形成した近赤外線遮蔽層を用いること、あるいはハードコート層や粘着剤層
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に上記近赤外線吸収剤を含有させる態様が好ましく用いられる。
【０１４６】
　近赤外線吸収剤としては、フタロシアニン系化合物、アントラキノン系化合物、ジチオ
ール系化合物、ジイモニウム系化合物等の有機系近赤外線吸収剤、あるいは酸化チタン、
酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化錫、硫化亜鉛、セシウム含有酸化タングステン等の無機
系近赤外線吸収剤を用いることができる。
【０１４７】
　近赤外線遮蔽層を基材より視認側に付与する場合は、耐光性に優れる無機系近赤外線吸
収剤を用いるのが好ましい。
【０１４８】
　（色調調整層）
　色調調整層は、ディスプレイから発光される特定波長の光を吸収して色純度や白色度を
向上させるための機能である。特に赤色発光の色純度を低下させるオレンジ光を遮蔽する
のが好ましく、波長５８０～６２０ｎｍの範囲に吸収極大を有する色素（例えば、テトラ
アザポルフィリン）を含有させるのが好ましい。更に、白色度を向上させるために波長４
８０～５００ｎｍに吸収極大を有する色素を含有させるのが好ましい。色調調整層は、上
記した波長の光を吸収する色素を含有する層を独立に設けてもよいし、近赤外線遮蔽層、
ハードコート層あるいは後述する粘着剤層に色素を含有させてもよい。
（粘着剤層）
　粘着剤層は、複数基材フィルターにおいて、導電性フィルムと機能性フィルムを貼合す
る場合、あるいは、ディスプレイ用フィルター（複数基材フィルター及び１枚基材フィル
ター）をディスプレイに直接、あるいはガラス板、アクリル板、ポリカーボネート板等の
高剛性基板を介して装着する場合に用いられる。
【０１４９】
　上記の高剛性基板は、通常、０．５～５ｍｍの厚みを有する基板であって、かかる高剛
性基板は、本発明のディスプレイ用フィルターを構成する基材には含まれない。
【０１５０】
　粘着剤層には、前述したように近赤外線遮蔽機能や色調調整機能を付与することができ
る。また、粘着剤層に、ディスプレイを衝撃から保護するための衝撃緩和機能を付与する
ことができる。粘着剤層に衝撃緩和機能を付与するには、粘着剤層の厚みを１００μｍ以
上にすることが好ましく、３００μｍ以上がより好ましい。上限の厚みは、粘着剤層のコ
ーティング適性を考慮して３０００μｍ以下が好ましい。
【０１５１】
　粘着剤層に用いることができる粘着材としては、アクリル、シリコーン、ウレタン、ポ
リビニルブチラール、エチレン－酢酸ビニルなどが挙げられる。接着材としては、ビスフ
ェノールＡ型エポキシ樹脂、テトラヒドロキシフェニルメタン型エポキシ樹脂、ノボラッ
ク型エポキシ樹脂、レゾルシン型エポキシ樹脂、ポリオレフィン型エポキシ樹脂などのエ
ポキシ樹脂、天然ゴム、ポリイソプレン、ポリ－１、２－ブタジエン、ポリイソブテン、
ポリブテン、ポリ－２－ヘプチル－１、３－ブタジエン、ポリ－１、３－ブタジエンなど
の（ジ）エン類、ポリオキシエチレン、ポリオキシプロピレン、ポリビニルエチルエーテ
ル、ポリビニルヘキシルエーテルなどのポリエーテル類、ポリビニルアセテート、ポリビ
ニルプロピオネートなどのポリエステル類、ポリウレタン、エチルセルロース、ポリ塩化
ビニル、ポリアクリロニトリル、ポリメタクリロニトリル、ポリスルフォン、フェノキシ
樹脂などが挙げられる。
【実施例】
【０１５２】
　以下、実施例により本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例によっ
て限定されるものではない。尚、本実施例、参考例で作製された導電性フィルム及びディ
スプレイ用フィルターの各サンプルの評価方法を以下に示す。
【０１５３】
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　（１）導電性メッシュの合計厚み、金属層（Ａ）の厚み、金属化合物層（Ｂ）の厚みの
測定
導電性フィルムの断面を透過型電子顕微鏡（日立製Ｈ－７１００ＦＡ型）で加速電圧１０
０ｋＶにて観察する。サンプル調整は超薄切片法を用いる。１万～３０万倍の倍率で観察
し、各々の層の厚みを測定する。測定は、２０ｃｍ×２０ｃｍサイズのサンプル１枚から
任意の５箇所について測定し、平均する。
【０１５４】
　（２）導電性メッシュの線幅及びピッチの測定
（株）キーエンス製デジタルマイクロスコープ（ＶＨＸ－２００）を用いて、倍率４５０
倍で表面観察を行った。その測長機能を用いて、導電性メッシュの線幅とピッチを測長し
た。２０ｃｍ×２０ｃｍサイズのサンプル１枚から、任意の１０箇所について計測し、平
均する。
【０１５５】
　（３）導電性メッシュの表面抵抗値の測定
　ＪＩＳ Ｋ ７１９４に準拠した測定装置である三菱化学（株）製のLoresta-EP（ＭＣＰ
－Ｔ３６０）を用いて、４端子法で測定した。
【０１５６】
　（４）導電性フィルムの透過率
日本電色工業（株）製の濁度計（ＮＤＨ２０００）を用いて測定した。測定は、導電性メ
ッシュに対して基材側から光を入射させて測定した。
【０１５７】
　（５）１枚基材フィルターの機能層の合計厚みの測定
サンプルの断面を電解放射型走査電子顕微鏡（（株）日立製Ｓ―８００、加速電圧１５ｋ
Ｖ、観察倍率２０００倍）にて観察し、機能層の合計厚みを計測する。２０ｃｍ×２０ｃ
ｍサイズのサンプル１枚から任意の開口部１０箇所を選び、導電性メッシュの開口部の重
心における基材から機能層表面までの距離を求め平均する。
【０１５８】
　（６）ディスプレイ用フィルターのヘイズ値の測定
ＪＩＳ Ｋ ７１３６（２０００年）に基づき、スガ試験機製の直読みヘイズコンピュータ
ー（ＮＤＨ　２０００）を用いて測定を行った。ここで測定は、複数基材フィルターの機
能性フィルム側から光を入射させて測定した。
（参考例１）
　以下の要領で導電性フィルムを作製した。
【０１５９】
　光学用ポリエステルフィルム（東レ（株）製のルミラー（登録商標）ＱＴ９６、厚み１
００μｍ）の片面に、スパッタリング法によりニッケル層（厚み０．０１μｍ）を製膜し
、その上に真空蒸着法により銅層（厚み１．５μｍ）を製膜して、ニッケル層と銅層から
なる金属層（Ａ）のベタ膜を形成した。更に金属層（Ａ）の上に、スパッタリング法によ
り窒化銅（厚み０．０３μｍ）を製膜して金属化合物層（Ｂ）を形成した。
【０１６０】
　続いて、上記の金属化合物層（Ｂ）の表面にレジスト層を塗工形成し、正方形の格子状
メッシュパターンのマスクを介してレジスト層を露光、現像し、次いでエッチング処理を
施し、最後に導電性メッシュ上のレジストを剥離除去して、導電性メッシュを作製した。
【０１６１】
　この導電性メッシュは、合計厚みが１．５４μｍ、金属層（Ａ）の厚み１．５１μｍ、
線幅が２０μｍ、ピッチが３００μｍであった。
（参考例２）
　参考例１において、窒化銅を酸化銅に変更する以外は、参考例１と同様にして導電性フ
ィルムを作製した。
（参考例３～６、実施例７、及び比較例１～５）
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　参考例１において、金属層（Ａ）を構成する銅層の厚み、導電性メッシュの線幅、及び
ピッチを変更する以外は、参考例１と同様にして導電性フィルムを作製した。それぞれの
導電性メッシュの構成を表１に示す
＜評価＞
　上記のようにして作製したそれぞれ導電性フィルムについて、表面抵抗値と透過率を測
定した。その結果を表１に示す。
【０１６２】
【表１】

【０１６３】
　表１の結果から、実施例７の導電性フィルムは、厚みが２．５μｍ未満の導電性メッシ
ュであっても、高い透過率（７５％以上）を維持しながら、表面抵抗値が０．３Ω／□未
満を実現している。

【０１６４】
　一方、比較例１は、導電性メッシュの厚みが１．１μｍ未満であり、表面抵抗値が０．
３Ω／□以上となっている。
【０１６５】
　比較例２は、導電性メッシュの線幅が１５μｍ未満でピッチが２５０μｍ未満であり、
表面抵抗値が０．３Ω／□以上となっている。
【０１６６】
　比較例３は、導電性メッシュの線幅が１５μｍ未満であり、表面抵抗値が０．３Ω／□
以上となっている。
【０１６７】
　比較例４は、導電性メッシュの線幅が３０μｍ以上であり、透過率が大幅に低下してい
る。
【０１６８】
　比較例５は、導電性メッシュのピッチが４００μｍ以上であり、表面抵抗値が０．３Ω
／□以上となっている。
（参考例８）
　参考例１の導電性フィルムの導電性メッシュ側と、以下の要領で作成した機能性フィル
ムとを、機能性フィルムに積層された粘着剤層を介して貼合して、ディスプレイ用フィル
ター（複数基材フィルター）を作製した。
＜機能性フィルムの作製＞
　光学用両面易接着ポリエステルフィルム（東レ製　ルミラー（登録商標）Ｕ４６、厚み
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１００μｍ）の一方の面に、ペルノックス（株）製の帯電防止性ハードコート塗料（ＸＪ
Ｃ－０３５７；屈折率１．６６）を、小径グラビアロールを用いたリバースコート法で塗
工し、９０℃で乾燥後、紫外線４００ｍＪ／ｃｍ２を照射して硬化させ、厚み約２μｍの
高屈折率ハードコート層を設けた。
【０１６９】
　次に、この高屈折率ハードコート層上に、下記の低屈折率層形成用塗布液を、小径グラ
ビアロールを用いたリバースコート法で塗工し、９０℃で乾燥後、紫外線４００ｍＪ／ｃ
ｍ２を照射して硬化させ、厚み約１００ｎｍの低屈折率層を形成した。
【０１７０】
　＜低屈折率層用塗布液＞
　市販の低屈折率塗料（ＪＳＲ（株）製ＴＵ２１８０：屈折率１．３７）に、メチルイソ
ブチルケトンとプロピレングリコールモノブチルエーテルを１：１の比率で加えて、固形
分濃度が３質量％の低屈折率層形成用塗布液を調製した。
【０１７１】
　＜近赤外線遮蔽層の積層＞
　機能性フィルムの反射防止層（高屈折率ハードコート層／低屈折率層）が積層された面
とは反対面に、以下の近赤外線遮蔽層用塗料を乾燥厚みが１０μｍとなるように塗工した
。
＜近赤外線遮蔽層用塗料＞
　近赤外線吸収色素として、日本化薬（株）製　ＫＡＹＡＳＯＲＢ（登録商標）　ＩＲＧ
－０６８を１４．５質量部、日本触媒（株）製　イーエクスカラー（登録商標）　ＩＲ－
１０Ａを８質量部、さらに５９３ｎｍに主吸収ピークを有するテトラアザポルフィリン系
色素として、三井化学（株）製のＰＤ－３２０を２．９質量部、メチルエチルケトン２０
００質量部に攪拌混合して溶解させた。この溶液を透明高分子樹脂バインダー溶液として
、日本触媒（株）製　ハルスハイブリッド（登録商標）　ＩＲ－Ｇ２０５（固形分濃度２
９％溶液）２０００質量部と攪拌混合して塗料を作製した。
＜粘着剤層の積層＞
　厚みが２５μｍのアクリル系粘着剤からなる粘着剤層を上記の近赤外線遮蔽層の上に積
層した。
（比較例６）
　参考例８の導電性フィルムを、比較例２の導電性フィルムに変更する以外は、参考例８
と同様にしてディスプレイ用フィルター（複数基材フィルター）を作製した。
（比較例７）
　参考例８の導電性フィルムを以下の導電性フィルムに変更する以外は、参考例８と同様
にしてディスプレイ用フィルター（複数基材フィルター）を作製した。
【０１７２】
　＜導電性フィルムの作製＞
　光学用ポリエステルフィルム（東レ（株）製のルミラー（登録商標）ＱＴ９６、厚み１
００μｍ）の片面に、厚み１０μｍ銅箔をドライラミネート用２液タイプ接着剤（東洋モ
ートン（株）製 主剤ＡＤ－７６Ｐ１／硬化剤ＣＡＴ－１０Ｌ）を用いて積層した。
【０１７３】
　続いて、上記の銅箔の表面にレジスト層を塗工形成し、正方形の格子状メッシュパター
ンのマスクを介してレジスト層を露光、現像し、次いでエッチング処理を施し、最後に導
電性メッシュ上のレジストを剥離除去して、導電性メッシュを作製した。更に導電性メッ
シュに、酸化処理剤（メルテックス（株）製　エンプレート　ＭＢ―４３８Ａ／Ｂ／純水
＝８／１３／７９の割合で調整）を用いて黒化処理（酸化処理）を施した。
【０１７４】
　得られた導電性メッシュの合計厚みは１０μｍで、黒化処理層の厚みは１μｍであり、
線幅が１０μｍ、ピッチが２５０μｍであった。この導電性メッシュの表面抵抗値は０．
０４Ω／□、透過率は８３％であった。
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（比較例８）
　参考例８の導電性フィルムを以下の導電性フィルムに変更する以外は、参考例８と同様
にしてディスプレイ用フィルター（複数基材フィルター）を作製した。
【０１７５】
　＜導電性フィルムの作製＞
光学用ポリエステルフィルム（東レ（株）製のルミラー（登録商標）ＱＴ９６、厚み１０
０μｍ）の片面に、ポリビニルアルコールの２０質量％水溶液をドット状（導電性メッシ
ュのパターンの逆パターンに相当）に印刷した。ドット１個の大きさは１辺が２８０μｍ
の正方形でドット間の間隔は２０μｍであり、ドット配列は正方形の格子状である。
【０１７６】
　次に、上記のポリエステルフィルムのドット印刷が施された側の面に、真空蒸着法によ
り、厚みが４μｍの銅層を積層した。
【０１７７】
　次に、銅層が積層されたポリエステルフィルムを常温の水に浸漬し、スポンジで擦るこ
とによりドット状のポリビニルアルコール部分を溶解除去し、同時にドット状のポリビニ
ルアルコール部分の上の銅層を除去し、合計厚みが４μｍ、線幅が２０μｍ、ピッチが３
００μｍの導電性メッシュからなる導電層を作製した。この導電性メッシュの表面抵抗値
は０．０６Ω／□、透過率は７９％であった。
【０１７８】
　＜評価＞
　参考例８、及び比較例６、７、８のディスプレイ用フィルターについて、ヘイズ値を測
定した。その結果、参考例８のヘイズ値は４％であり透明性が良好であるのに対して、比
較例６は導電性メッシュのピッチが２５０μｍ未満であり、ヘイズ値は９％と高くなって
おり、比較例７は導電性メッシュの厚みが２．５μｍ以上であり、ヘイズ値は５０％と高
くなっており、同様に比較例８も導電性メッシュの厚みが２．５μｍ以上であり、ヘイズ
値は１５％とかなり高くなっていた。これによって、比較例６～８に比べて参考例８は透
明性が大幅に向上していた。
【０１７９】
　（参考例９）
　参考例１の導電性フィルムの導電性メッシュ上に、下記の機能層（ハードコート層／高
屈折率層／低屈折率層）を順次塗工して、ディスプレイ用フィルター（１枚基材フィルタ
ー）を作製した。
＜ハードコート層の塗工＞
　導電性フィルムの導電性メッシュに、市販のハードコート剤（ＪＳＲ（株）製　オプス
ター（登録商標）Ｚ７５３４；固形分濃度６０質量％）を、固形分濃度が４５質量％にな
るようにメチルエチルケトンで希釈して調製したハードコート層用塗工液をマイクログラ
ビアコーターで塗工し、１００℃で乾燥後、紫外線１．０Ｊ／ｃｍ２を照射して硬化させ
、ハードコート層を形成した。ハードコート層の塗工に際し、乾燥・硬化後の厚みが約５
μｍとなるように塗工した。
＜高屈折率層の塗工＞
　上記のハードコート層上に、市販の高屈折率・帯電防止塗料（ＪＳＲ（株）製　オプス
ター （登録商標）　ＴＵ４００５）をイソプロピルアルコールで固形分濃度８％に希釈
して調製した高屈折率層用塗工液を、マイクログラビアコーターで塗布し、１００℃で乾
燥後、紫外線１．０Ｊ／ｃｍ２を照射して硬化させ、１．６５の高屈折率層を形成した。
高屈折率層の塗工に際し、乾燥・硬化後の厚みが約０．１μｍとなるように塗工した。
＜低屈折率層の塗工＞
　上記の高屈折率層上に、市販の低屈折率層用塗料（ＪＳＲ（株）製　オプスター（登録
商標）　ＴＵ２１８０）をメチルイソブチルケトンで固形分濃度が３質量％になるように
希釈して調製した低屈折率層用塗工液を、マイクログラビアコーターで塗布し、１００℃
で乾燥後、紫外線１．０Ｊ／ｃｍ２を照射して硬化させ、屈折率が１．３７の低屈折率層
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を形成した。低屈折率層の塗工に際し、乾燥・硬化後の厚みが約０．１μｍとなるように
塗工した。
【０１８０】
　＜機能層の合計厚み＞
　機能層の合計厚みを測定した結果、５．１μｍであった。
（比較例９）
　参考例９の導電性フィルムを、比較例７の導電性フィルムに変更する以外は、参考例９
と同様にしてディスプレイ用フィルターを作製した。
（比較例１０）
　参考例９の導電性フィルムを、比較例８の導電性フィルムに変更する以外は、参考例９
と同様にしてディスプレイ用フィルターを作製した。
【０１８１】
　＜評価＞
　機能層の塗工面を目視で観察して、機能層の塗工性を評価した。その結果、参考例９は
、塗布ムラや塗布スジはなく、均一な塗工面が得られていた。

【０１８２】
　一方、比較例９は、導電性メッシュの合計厚みが１０μｍと大きいために、塗布ムラや
塗布スジが目立っており、塗工面も凸凹があり、荒れていた。また、機能層塗工ラインの
搬送ローラに導電性メッシュの黒化処理層の脱落した一部が付着し、搬送ローラを汚染し
ていた。
【０１８３】
　比較例１０は、導電性メッシュの厚みが４μｍと比較的小さくなっており、比較例９に
比べれば、塗工面は良好であったが、導電性メッシュの厚みが２．５μｍ以上であるので
、機能層の塗工面に凹凸が確認された。
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